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人口動態統計速報（令和７(2025)年 12 月分） 

を公表します 

 

厚生労働省では、このほど、人口動態統計速報（令和７(2025)年 12 月分）を取り

まとめましたので公表します。 

人口動態調査は、出生、死亡、婚姻、離婚及び死産の人口動態事象を把握し、人口

及び厚生労働行政施策の基礎資料を得ることを目的としています。 

今回取りまとめた速報の数値は、各種届出書等から市区町村で作成された人口動態

調査票の作成枚数であり、日本における日本人、日本における外国人、外国における

日本人及び前年以前に発生した事象を含むものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

詳細は、別添速報をご参照ください。 

 

【調査結果のポイント】（令和７年 1 月～12 月速報の累計） 

・出生数は、705,809 人で 10 年連続減少    （対前年 15,179 人減少 △2.1％） 

・死亡数は、1,605,654 人で減少             （同 13,030 人減少 △0.8％） 

・自然増減数は、△899,845 人で 18 年連続減少    （同 2,149 人減少） 

・死産数は、16,101 胎で増加                  (同 70 胎増加 0.4％） 

・婚姻件数は、505,656 組で増加              （同 5,657 組増加  1.1％）   

・離婚件数は、182,969 組で減少              （同 6,983 組減少 △3.7％）  

※速報値で比較している。    
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（ 参 考 ） 

調 査 の 概 要 
 

 

１ 調査の目的    人口動態調査は、我が国の人口動態事象を把握し、人口及び厚生労働行政施策の基礎資料を得る 

ことを目的とする。 

 

２ 調査の対象    「戸籍法」及び「死産の届出に関する規程」により届け出られた出生、死亡、婚姻、離婚及び死産の 

   全数を対象としている。 

             

３ 調査の期間      令和７年１月１日～令和７年12月31日 

 

  ４ 調査の方法      市区町村長は、出生、死亡、婚姻、離婚及び死産の届書に基づいて人口動態調査票を作成する。 

 

  ５ 報告の系統    市区町村    保健所         都道府県     厚生労働省 

 

 

 

  ６ 結果の集計     集計は、厚生労働省政策統括官（統計・情報システム管理、労使関係担当）で行った。 

 

  ※人口動態調査は、統計法に基づく基幹統計「人口動態統計」を作成するための統計調査である。 

 

 

 ＜利用上の注意＞ 

  １ 公表している人口動態統計の資料は次のとおりである。    

人口動態統計速報  人口動態統計月報（概数）  人口動態統計年報（確定数） 

数値：調査票を作成した数  数値：概数  数値：確定数（概数に修正を加えたもの） 

集計客体：日本における日本人及び外国人、 

     並びに外国における日本人 

(いずれも前年以前発生のもの 

を含む) 

 

公表：毎月（調査月の約２か月後） 

 集計客体：日本における日本人 

(前年以前発生のものを除く) 

月報（概数） 

公表：毎月（調査月の約５か月後） 

 月報年計（概数） 

  公表：毎年（年間合計） 

（調査年の翌年６月上旬） 

 集計客体：日本における日本人 

(日本における外国人、外国における 

日本人及び前年以前発生のものは別掲) 

 

公表：毎年（調査年の翌年９月） 

刊行物：報告書（刊行は調査年の翌々年３月） 

    ※本プレスリリースの対象 

 

 ２ 用語の説明 

    自然増減：出生数から死亡数を減じたもの 

  

３ 都道府県別の表章は、届出地による。 

  

保健所を設置する市・特別区 



【参考資料】人口動態統計（速報）年次推移

(単位：人、胎、組）

出生 死亡 自然増減 死産 婚姻 離婚

平成16年 2004 1 137 955      1 038 083       99 872         35 121         735 065        274 655       
平成17年 2005 1 090 237      1 094 598       4 361   △      32 534         730 167        265 480       
平成18年 2006 1 122 278      1 095 393       26 885         31 612         748 017        261 351       
平成19年 2007 1 120 937      1 119 492       1 445          30 024         737 127        258 876       
平成20年 2008 1 123 455      1 153 266       29 811   △     28 780         743 176        255 463       
平成21年 2009 1 100 514      1 152 176       51 662   △     27 515         724 198        258 110       

平成22年 2010 1 102 050      1 207 651       105 601   △    27 075         715 869        256 036       
平成23年 2011 1 080 562      1 263 318       182 756   △    26 218         676 899        240 064       
平成24年 2012 1 068 807      1 268 705       199 898   △    25 266         684 233        239 955       
平成25年 2013 1 060 245      1 279 257       219 012   △    24 535         675 454        235 796       
平成26年 2014 1 035 667      1 283 560       247 893   △    23 973         658 579        226 334       

平成27年 2015 1 037 064      1 301 824       264 760   △    23 085         650 519        230 580       
平成28年 2016 1 010 944      1 319 012       308 068   △    21 386         636 522        221 029       
平成29年 2017  978 167       1 352 198       374 031   △    20 873         623 010        216 354       
平成30年 2018  950 832       1 374 765       423 933   △    20 140         602 735        212 393       
令和元年 2019  898 600       1 393 917       495 317   △    20 001         615 652        212 955       

令和２年 2020  872 683       1 384 544       511 861   △    17 894         537 583        196 641       
令和３年 2021  842 897       1 452 289       609 392   △    16 854         514 242        187 854       
令和４年 2022  799 728       1 582 033       782 305   △    15 714         519 823        183 103       
令和５年 2023  758 631       1 590 503       831 872   △    16 153         489 281        187 798       
令和６年 2024  720 988       1 618 684       897 696   △    16 031         499 999        189 952       

令和７年 2025  705 809       1 605 654       899 845   △    16 101         505 656        182 969       

注:　1) 速報の数値は調査票の作成枚数であり、日本における日本人の他、日本における外国人、外国における日本人、
　　　  前年以前に発生した事象を含む。

　　 2) 本資料は、厚生労働省ホームページで公表している数値をまとめたものである。

参考：令和６年確定数

出生 死亡 自然増減 死産 婚姻 離婚

令和６年 2024  686 173 1 605 378 △  919 205  15 323  485 092  185 904

注:　確定数は、日本における日本人を集計したものである。


